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は じめに

自治労連 は、2006年8.月 の第28回 大会 において 「見直そ う、問い直そ う、仕事 と住

民の安全 ・安心」の運動を提起 し、同年9.月 に開催 した秋季年末闘争全国交流集会にお

いて 「実施要領案」 を提示 し、地方組織、単組 、職場での検討 を呼びか けま した。

この方針 は、多 くの地方組織や単組か ら積極 的に受 けとめ られ、具体的な取 り組みが

各地で始まっています。本部が行なった民主団体や単産本部 との懇談のなかで も認識 が

共有 され、 自治労連への期待が拡がっています。

自治労連が21団 体 とともに開催す る第8回 地方 自治研 究全国集会を節 目に、この 「見

直そ う」の運動が、全国津々浦々の 自治体職場 か ら取 り組 まれることを願 って、討論素

材 としてのパ ンフ レッ トを作成 しま した。

自治労連の地方組織、単組がこのパ ンフレッ トを活用 し、運動の具体化 を進める とと

もに、広 く住民団体、労働組合 の皆 さんにもご一読いただき、協力、共 同の取 り組み と

してすす められ るこ とを期待するものです

1.意 義 と 目的

住民のいのちとくらしを守 ることが 目的である 自治体の行政や施設 で、子 どもや高齢

者 、障害者な ど、社会的弱者 のいのちが奪われ る事件や事故が相次いでいます。 自治体

労働者は、その渦 中にあって、一方 では加害者 の立場 に立た され、「このままでは公務労

働 に展望 をもてない」 などとい う悲痛 な叫びが職場か ら発せ られています。

財界 と一体になって政府がすす める 「構造改革」は、このよ うに国民のいのちと暮 ら

,しを脅か し、「住民全体の奉仕者」である 自治体労働者か ら働 きがい を奪っている現状 を

みた とき、問題 をいっそ う深刻な事態に追い込んでい るといえます。小泉 「構造改革」

の後継者 を 自認す る安倍首相 は、国民の中に広がる 「格差」批判 に対 して 「再チ ャレン

ジ」をい うものの、その根本原因である構造改革についてはさらに推進 し、「小 さく効率

的な政府 」を第一に掲 げて 「行政改革推進法」 「市場化テス ト法」 「地方行革新指針」な

ど公務 ・公共サー ビスの縮小 と市場化 を さらにすす めようとしています。

こうした ときだか らこそ私たち 自治体労働組合が、「内にこもる」のではな く、勇気 と

誇 りをもって職場の労働者 に問いかけ、 自治体労働者の怒 りや願 いを出 し合いなが ら、

住民の暮 らしや願いを しっか りと受 け止 め、職場 と地域で対話 と共 同の輪 を広げていく

ことが求め られ ています。 自治体労働組合 と自治体労働者が、多 くの国民の皆 さんに訴

え、世論を広げ、基本的人権 の保 障な どの憲法の基本原則 を自治体 内部か ら解体 させ る

自治体 「構造改革」に終止符を打たせ るたたかいの先頭にた と うではではあ りませんか。

この 「見直そ う」の運動の第1の 意義は、北九州市で生活保護 の申請を受け付 けられ
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ず に男性が餓死 した事件、埼玉県ふ じみ野市のプール事故な ど、住民の命 を守 るべき自

治体で、住民の命 を奪 う事件や事故が相ついでいますが、 こ うした問題 に当該 の労働組

合 として正面か ら向き合 うことです。第2の 意義は 自治体労働者が 「住民全体 に奉仕す

る」役割 を発揮できる職場 をつ くってい くことです。 しか し住民犠牲の 自治体 「構造改

革」がすすめ られ るもとでは、自治体労働者は、国や 自治体当局の方針に従って行政権

力 を行使す る並場 と、憲法理念 に基づいて 「住民全体に奉仕す る」立場 との間でゆれ う

こか ざるをえません。一人ひ とりでは解決が困難な ことを、労働組合 としてこの 「見直

そ う」の運動を取 り組む中で、住民の基本的人権を侵害す る恐れがある ときは職務命令

であろ うとも問題 点をみんなで明 らかにできるよ うな職場 をつ くってい くことです。第

3の 意義 は、「見直そ う」の運動 を職場 と地域か ら繰 り広げるなかで、しっか りと住民の

立場 にたち 「福祉の増進」を図る自治体本来の役割を発揮 させ ることです。

自治体労働組合 と自治体労働者が、「地域住民の

繁栄な くして 自治体労働者 の真 の幸せ はない」 と

い う自治体労働運動の原則 に立ち返 り、 自治体労

働者 の良心 と誇 りを呼び起こ し、住民 とともに自

治体を変質 させる 「構造改革」に立ち向かい、憲

法 をくらしと自治体のなかに しっか りといきつか

せ よ うではあ りませんか。「こんな地域 と日本 をつ

くりたい」 とい う自治 労連運動を さらに豊かに推

進 しようではあ りませ んか。

2.具 体的な行動の提案

(1)地 方組 織 ・単組 は、少 な くとも次の こ とを職場 と地域で行動 しよ う

この運動は、地域では住民を主人公に住民のくらしと人権を守 る運動であ り、職場で

は、組合員 を主人公 に、 自治体労働者の権利や働 きがいの要求を実現 して、住民の暮 ら

しと権利 を守る 自治体、憲法をいかす 自治体をつ くるための運動です。 したがって、単

組、地方組織 は、職場での とりくみ と、地域住民の暮 らしや要求を受け止めるとりくみ

の2つ の課題 を両立 させて、少 なくとも次の3つ の行動か ら始 めま しょ う。

① 仕事や職場の問題を出 し合いながら、職場で討論を

「『住民に喜ばれ る仕事 を』『働 きがいのある仕事 を』 と思って 自治体労働者 の道 を選

んだのに、 日に 日に仕事のなかで住民 と 『対立』するこ とが増 えている」な ど、小泉構

造改革の もとで国民い じめの仕事が増 え、仕事が変化 しています。労働強化、 「ゆとり」
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の喪失、上意下達 の 目標管理や業績評価 による職場管理の強化 もすすみ、 自治体労働者

の心身 の健康や働 きがいが奪われ、職場に不満 と要求が渦巻いています。

「良い仕事 をしたい」 とい う自治体労働者の思いや努力が、構造改革の厚い壁 に阻ま

れているか らこそ、個人の努力任せ にするのではな く、

労働組合 としての組織的な運動が必要です。舞鶴市職

労や北九州市職労のよ うに、職場の実態 をつかみ、職

場 での話 し合い を重ね、 自治体労働者 として誇 りと喜

びをもって働 くことができる職場 と自治体をつ くるた

めに、討論、対話 をお こないま しょう。労働組合 の組

織率が低 い本庁職 場の非組合員 も、公務 ・公共サー ビ

スの担い手 として質量 ともに増加 している非正規 ・関

連労働者 も対象 に取 り組みま しょう。

② 公共施設 ウオ ッチングー 「子 どもの施設」や社会的弱者の施設な ど

プール事故、公営住宅のエ レベー タ事故な ど、 もっとも安心 して利用できるはずの施

設であ りなが ら、施設管理の蝦疵による死亡事故が相次いで発生 したことに、 自治体労

働者や住 民は強い衝撃を受け、心を痛めま した。

事故、事件の直接的な原 因はそれぞれ異な りますが、経費の削減 が最優先の課題 とし

て追求 されていたこと、「官か ら民へ」が徹底 して追求 され る一方で 自治体職員 の専門性 、

継続 性が軽視 されていたこと、国の財政措置や行政指導 も施設 の改修や適切な管理のた

めの体制は後回 しにされていることなどは、それぞれの事件、事故 の共通の背景 として

浮かび上がっています。

まず緊急 を要 し、住民団体や他労組 とも共 同で取 り組みやすい 「子 どもの施設(公 園、

保育所、学校 など)」の危険箇所、障害

をもつ人たちにとっての危険箇所 をチ

ェ ックし、改善す る運動か ら取 り組み

ま しょう。住民団体 ・グループや教職

員、民間福祉労働者 などといっ しょに

取 り組む と、よ り効果的な調査になる

で しょう。

謬

③ 住民団体や グループ、地域の労働組合な どとの懇談 と対話を

障害者 と家族の強い反対 を押 し切 って成立 した障害者 自立支援法にたい して、いま障

害者 と家族、施設 関係者 ら、多 くの人たちが怒 っています。住民税増税 にともない国民

健康保 険の保険料 が跳ね上がって、年金生活者 らには悲鳴 と怒 りが広がっています。保

育をも うけの対象 に変 える保育の市場化には、民間保育園の関係者 も怒 っています。生
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活保護 問題 では社会保障推進協議会が、実態調査 にも乗 り出 しています。

住 民団体、労働組合 との懇談 と対話 を進 めま しょう。 自治体労働組合 が地域 に姿を見

せ ることが求 められています0そ の際、これ まで発行 してきた障害者 自立支援法や国民

健康保険、保育、年金 などの宣伝物 を活用 しま しょう。

(2)地 方 組 織 ・単 組 が 工 夫 を凝 ら して取 り組 み を広 げ よ う

みんなが知恵 を出 し合 えば、職場 と地域で対話 と共同を広 げる様 々なアイデ アが生ま

れてきます。 どんな行動 なら職場組合員の心をつかみ運動が広 がるのか、 どんな行動 な

ら住民団体等 と共同できるのか、創意あふれる行動 にチャ レンジ しま しょう。

ここでは各地で取 り組 まれ ている事例 をもとに、地方組織、単組等が検討する際の ヒ

ン トとなる行動 を提案 します。

① 民営化 ・民間委託の総点検行動

ふ じみ野市プール事故 では受託企業が孫請け会社への業務 を 「丸投 げ」 し、研修す ら

保 障され ないアルバイ ト監視員 を配置するなど、契約違反 が長い間放置 され ていたこと

が明 らかにな りま した。埼玉労連等の調査で も、公務公共部門では最低賃金 をも下回る

賃金で雇用 され ていた'_や 、今社会問題になってい る偽装請負契約が横行 し、非正規 ・

関連労働者の低賃金が地域 の民間企業等での非正規の賃金 よりも低 く、地域の賃金水準

を押 し下げる悪 い役割 を果 た してい ることが明 らかになっています。

自治体当局に申 し入れ、委託契約書、仕様書が守 られているのか、契約書、仕様書 自

身に問題 はないのかチェックす るとともに、「公 の施設」で働 く現場労働者 の労働条件 を

いっせいに聞き取 り調査をお こないま しょう。

この運動 を住 民のいのちや人権 を守る公務公共業務 の質 を確保す る"歯 止め"と して

の 「公契約」運動へ と発展 させま しょ う。

② ヒヤ リハ ッ ト事例 の収集 ・分

医療 関係者や労働組合の要求 を受 けて、国は2001

年度 より 「ヒヤ リハ ッ ト収集 ・分析事業」 をスター

トさせ ま した。昨年上半期の6ヶ 月で、一歩間違え

ぱ医療事故にな りかねない 「ヒヤ リとした事例」「ハ

ッとした事例」が全 国250医 療機 関で9万1千 件に

のぼったことが報告 されています。その理 由に 「多

忙 だった」 「夜勤 ・当直だった」を挙 げた人が多 く、

調査 を通 じて看護 師不足が事故 と隣 り合わせの状況

を うんでい る実態が浮 き彫 りになっています。

とくに子 どもや障害者 、高齢者な ど社会的弱者 を
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対象 とす る施設や、安全 ・安心が最優先 され る施設 ・事業を対象に この よ うな調査 をお

こな うことによって、職員の削減や雇用の不安定化 な どと住民のいのちと権利 とが直結

してい ることを社会的にア ピールできるのではないで しょ うか。

③ フ ォー ラム 、 タ ウン ミー テ ィ ン ク1

市 当局が財政危機 を理由に行革プ ランを策定 した ことに対 して、労働組合が独 自に財

政分析 をお こない、市政のあ りかたを住民に問 うた吹 田市労連のタウン ミーテ ィング、

船橋市職労がおこなった 「『私 たちの船橋 こんな町に』市民 と職員の学習フォーラム」の

取 り組みのよ うに、 自治体労働者、 自治体 労働組合がその専門性 を発揮 して住民 との対

話をすす め、住民の暮 らしの実態 とも向かい合い、 ともに暮 らしと人権 を守 るとりくみ

をすすめま しょう。

[④ いのち ・暮 らし ・なんで も相調

京都市職労は他団体 と実行委員会をっ くって 「暮 らしの何でも相談会」を年1回 開催

し、今年の相談会では面談14件 、電話23件 の国保 ・年金 、労働、家賃 などの相談があ

りま した。そのほかにも行政 区単位で 「地域 なんで も相談会」 を取 り組んでいます。

地方組織、単組のなかには 「平和祭 り」や 「給食まつ り」「子 どもまつ り」な ど、住民

にも開かれたイベ ン トで相談 コーナーなどを設ける取 り組み もおこなわれています。

自治体労働組合には、年金や保険、税

金、健康 など、住民が困った ときに頼 り

になる専門性 を備 えた多種多彩な労働者

が組織 されています。仕事での相談では、

社会 問題 、政治 問題 に触れ ることはかな

り制 限されますが、労働組合の取 り組み

な らば、仕事のなかでは説 明できない国

のゆがんだ行政 の仕組み も説明でき、住

民 と同 じ立場にたって くらしや権利の問

題 を考 え、住 民の悩みの解決 に役立つこ

ともできます。

⑤ 住民 のいの ち ・くら しをも う一度 チ ェ ッ刻

格差社会の広が り、税金 と公共料金の引き上げ、福祉水準の引き下げに よって、貧弱

な 日本の 「セー フティネ ッ ト」にす ら引っかか らずに生命 の危機 に直面 してい る住民が

増 えています。

「水道料金 の滞納が続 いたのでやむな く停水処分に したが、生活で きてい るだろ うか」
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「生活相談 にこられたが、それ以降、ぷっつ りと連絡が途絶 え安否が気になる」など、

自治体労働者は、仕事 のなかで、住民、 とりわけ子 ども ・障害者 ・高齢者 らの生命や虐

待にかかわる 「ち ょっ と気 になる事例」をい くつ もかかえています。

このよ うな 「ちょっと気 になる事例」を出し合い、訪問調査 し、あるいは他 の職場 と

連携 を図るな ど、 も う一度、住 民一人ひ とりの命 とくらしを守るためのチェックを、 自

治体当局に要求 し、職場で仕事 としてお こな うこと、また労働組合の 自主活動 としてお

こな うことの両面か ら追求できないで しょうか。

労働組合の活動 としては、その人 と家族の命 と暮 らしを支援す るとともに、社会的問

題 として提起 し、政治 を変 える運動へ と発展 させ ることが大切 です。

3.運 動を推進するために

運動 を推進す るために、自治労連本部は、地方組織や単組 と協力 し、拠点調査 と提案、

要求運動をお こない、闘争委員会や補助機 関、部会でも行動 を具体化す るとともに、節

を設 けて運動 を推進 します。

(1)地 方組織 、単組 との共 同に よる拠 点調査 と提案 、要求運動

地方組織、単組 と共同 し、自治労連弁護団や専門家等の協力を得て、拠点調査 と提案、

要求運動をお こないます。

① 「公 の施 設 」 で の事 件 ・事 故 に 関す る現 地調 査

「公の施設」で相次いで発 生 してい る人身事故について、調査、分析、提案 、要求

実現 の運動 を地方組織、単組 との共同事業 として、弁護士等の専門家の協力を得てお

こないます。

すでに、ふ じみ野市プール事故では、埼玉県本部、ふ じみ野市職 労 とともに現地調

査を実施 し、引き続 き、調査分析結果をま とめて、施設管理のあ り方 にっいて提案 、

要求にま とめるための行動が始 まっています。

② 貧 困化 と生 活 保 護 問題 で の 調 査 ・分 析 ・提 案 ・要 求 運 動

国による生活保護 の 「適正化」・受給抑制、母子加算等の廃止、行政改革推進法 によ

るケース ワーカーの削減、生活保護制度の抜本 な改悪がすすめ られてお り、憲法第25

条 と生活保護法の真価が問われています。

すでに生活保護問題では、地方組織、部会、専門家の協力 を得て 「生活保護 問題 に

関する検討チーム」を発足 させ、調査、分析、提案 、要求運動 を進 めています。地方

組織 、単組での職場 を基礎 にした住民団体等 との懇談 ・対話にも役 立て ることをめざ
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します 。

③ 公 契 約 に か か わ る実 態 調 査 と運 動 の推 進

厚生労働省 は本年9月 に労働者派遣法等の違反 に対す る監督指導の強化 に乗 り出し

ま した。 この問題 は、民間企業等だけの問題ではな く、公務 ・公共サー ビスの領域で

も深刻な問題です。 民営化 ・民 間委託の総点検行動 で も指摘 したよ うに、 自治体が行

う業務のなかでも偽装請負、偽装派遣、最賃違反な ど、違法、不 当な労働実態がまか

り通 っています。 しかも一部の 自治体 は、市場化テス ト法にか こつ けて、市場化テス

トを実施す る場合は、偽装請負や偽装派遣 を合法化す るよ うに、 とい う提案 を行い、

自治体職場 を労働法制改悪 の突破 口にす ることまで狙 っています。

自治労連 は弁護団の協力を得て 「公契約条例案」 を作成 し、発表 しま したが、 この

取 り組みを 自治体現揚 に活 かす活動 として、地方組織 、単組 との共 同によ り、実態調

査に取 り組みます。

④ 指 定 管 理 者 制 度 に か か わ る実態 調 査 と要 求 運 動

公 の施設運営に市場論理を導入す る指定管理者制度の経過措置期 問が終了 し、今秋

か ら本格実施へ と移行す るなかで、総務省等は全 国自治体の実態調査をおこない(11

月 に発表予定)、 よ り企業参入 を徹底 させ ることを狙 っています。しかも今秋か ら数年

間は、現在指定管理者 となってい る関連 団体等 も、最初 の指定期間の満 了に ともな う

指定継続 をめ ぐって大きな波がふたたび襲います。指定管理者制度 によって 「公の施

設」の機能 と運営、労働 のあ りかたが根本的に変わろ うとしています。

指定管理者制度 の導入 に対 して、 自治労連本部、地方組織、単組はこれまで集 中し

た取 り組みをお こなってきま したが、 これ らの到達点 を教訓化す るとともに、実態調

査 と分析、提言 をおこないます。

(2)闘 争委員会、補助機関 ・部会等での具体化

保 育、給食、病院の3つ の闘争委員会、補助機 関、職域部会等で も、それぞれの分野、

行政領域に即 して、どのよ うな行動が可能 なのかを検討 し、「見直そ う」運動をよ り豊か

に発展 させ ます。

(3)キ ャンペー ン と政府 へ の要求行動

全労連が推進す る 「『小 さな政府e大 きな国民負担』に反対 し、も うひ とつの 日本、安

心できる公務 ・公共サー ビスをめざす」国民運動に結集す る自治労連 の運動 として推進

します。

職場、地域を基礎 に 「見直 し」運動 を推進す る とともに、国や 自治体に対す る要求 を

ま とめ、交渉 ・懇談等 をすすめます。国民世論に積極的に訴 える取 り組みをすす めます。
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(4)ス ケ ジ ュー ル

① 地 方 自治研 究 全 国集 会 に も ち よ ろ う

第1の 節 を、・自治研全国集会 まで、 とします。第8回 地方 自治研究全 国集会 は10月

20-21目 、 「いま連帯 と共同のとき、憲法をいかす くらし ・平和」 をテーマに開イ崔しま

す。 「見直そ う」運動は、まさにこの 自治研集会を実践的に豊かにす るものです。

地方組織 、単組でAf画 を練 り上げ、一歩足 を踏み出 し、 自治研集会までに持 ち寄るこ

とが この節 の 目標です。

② 秋 季 年 末 闘 争 か ら春 闘 へ の発 展 を

第2の 節を、07春 闘討論集会まで、 とします。秋季年末闘争の重点課題 として職場、

地域 を基礎 に旺盛 に取 り組 んだ うえで、経験 と教訓を06春 闘討論集会(12月7-8日)

にもちよ り、さらに行動 を質量 ともに広げることが、 この節の 目標です。

③07春 闘 で の取 り組 み と一 斉 地 方 選 挙 、 参 議 院 選 挙

第3の 節を、07春 闘での取 り組み、一斉地方選挙 を経て参議院選挙まで とします。07

春闘では住民宣伝 とシンポジ ウムなどを旺盛 に展開 します。一斉地方選挙 と参議 院選挙

は、小泉内閣 と後継内閣が進 める 「構造改革」が大きな争点 とな ります。職場、地域で

の 「見直そ う」運動を、政治 を変 える運動へ と発展 させ ることを展望 した取 り組 み とし

て展開す るこ とが、 この節 の 目標 です。

4.職 場、地域ではすでに運動が始まっている

「見直そ う」運動の提案 は、地方組織、単組 か ら積極的に受け止め られ、実践が始ま

っています。

① 市 民 向 け ビラや 市 民 ア ン ケー トを 、職 場 を基 礎 に

愛知県本部では、現場で働 く人達の知恵 も借 りなが ら進 めていきたい と、職場 を基礎

に した取 り組みをすす めています。

名古屋市職労では、国保料の値上げなど住民負担が強化 され るなかで、区役所 窓口の

労働者が ビラを市民向け作成 し配布 し、住 民団体等 と協力 して、国保料 の減免に向けた

学習 ・懇談などを取 り組んでいます。豊橋市職 労、そ して名古屋市職労の清掃で取 り組

んだ市民アンケー トには市民か らの反応が多 く寄せ られ、実際や ってみ るなかで運動の

可能性 と正 しさを確信で きたとい う感想が寄せ られています。
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② 大 会 、執 行 委 員 会 で討 論 、単 組 や 部 会 で の具 体 化 を

大阪 自治労連 は、大会で提起 し、「見直そ う」の運動 を どう具体化す るか を執行委員会

等で論議 しています。そのなかでは、住民の立場で考えよ うと職場に勇気 をもって提起

すること、一人ひ とりの 自治体労働者 を大事 に した丁寧 な取 り組みが大切な こと、単組

や部会の レベルで何ができるのか を具体化す ることが話 されています。大阪全体 として

も、統一的に 「子 どもの安心 ・安全」 をテーマ とす る方向で、具体化 を検討 中です。

③ 職 場 ギ ス ギ ス 改 善 ア ンケ ー ト、 「グ ダ メ ギ 」 ア ン ケー ト

いま 自治体職場 は、民間委託 ・職員削減 ・非正規化 ・管理強化等によって、身体 と心

を蝕 まれ る自治体労働者が増 えています。

舞鶴市職労は、職場の実態を調べ、原 因を調べ、職場要求を明 らかにし、明る く働 き

がいのある職場をつ くろ うと 「職場 ギスギス改善アンケー ト」 にとりくみま した。組合

員だけでな く管理職 も対象に広げま した。職場 では これまでにない話題 とな り、「ア ンケ

ー トだけでな く
、執行部の人 に直接話 しを聞いて もらう機会をつ くってほ しい」 とい う

声 も寄せ られま した。 アンケー ト調査の結果 はニュースで全職員に返 され、職場 ごとの

学習懇談会 を経て、「ギスギス職場の原因 と対策」を明 らかに し、要求に練 り上げること

に しています。

青森県本部では、秋の取 り組み として、 自分たちの地域 ・職場の気分 と感情にあった

ものをと 「グダメギ(津 軽弁、職場のグチ)」 アンケー トに取 り組 んでいます。 目的は、

「や りがいをもって、働 き続け られる職場づ くり」です。 アンケー トは組合員だけでな

く未組織の労働者 にも協力 を呼びかけ、集約 して職 場に返す ことに しています。

④ 職 員 の 不 祥 事 問題 に 立 ち 向か う

覚せい剤 の所持 ・使用、生活保護費詐 取等によ り5ヶ 月で9人 が逮捕 され、職員の不

祥事が続 く京都市では、市長 らが職員採用での 「同和選考」な ど不正 ・腐敗の温床 とな

る人事政策 を進 めてお きなが ら、問題 をす り替 えて現業職場 の民 間委託や環境 局の縮

小 ・再編 を打 ち出 しています。市職労は市 当局 に真相究明、厳正な処分、市民へ の説明

責任 を求めるとともに、市職労 自ら市民に向けた緊急報告集会 を開き、市民生活 を守 り、

働 きがいのあ る民主的な市政 と職場 を実現す るための歩みを始 めています。

⑤ 生 活 保 護 問題 を受 けて

国は、生活保護 の 「適正化」による受給抑制を推 し進 める一方で、ケース ワーカーの

配置義務 を緩和 し、矛盾 を激化 させています。

国のモデル として保護率低下のための 目標管理制度 を導入 し、異常に厳 しい窓 口審査

を行っている北九州市では、生活保護 を受け られずに餓死す る事件が相次いで発 生 しま

した。 この問題 に対 して市職 労はまず率直な職揚の意見を聞 こ うとケース ワーカーへの

アンケー トを実施す るとともに、職場での話 し合いをすす めています。一方、社会保障

推進協議会 がおこな う現地調査 に福岡 自治労連 として参加 し、改善にむけて取 り組みつ

一10一



っ あ りま す。

⑥ プ ー ル 事 故 を教 訓 に 、 二 度 と起 こ さな い た め に

ふ じみ野市の市営プールで、女児が柵の外れた吸水 口に吸い込まれて死亡す るとい う

痛ま しい事故が発生 しま した。市職労は、独 自の検討 をすす めて、構造上の欠陥や施設

管理上の欠陥な どの直接原因の解 明に止めるのではな く、二度 とこの ような事故を起 こ

さないために、背景 となっている財政難 と大幅なコス ト削減、歯止 めのない民間委託礼

賛、市町村合併後 の人員削減 などの背景 を指摘 し、「職員が市民の利益のために堂々 と意

見を雷い、共同 して行動す る職場風土 を作ることが再発防止の責任 を果た し、住民の信

頼を回復す る道」として奮闘 しています。そ して地域の住民団体や労働組合 とともにr.便

利 で安心な公共施設を考えよ う」と、市民集会 を開き、「施設管理 に利用者 の声が反映で

きる仕組み を」などのア ピール を採択 し、共同行動 も前進 しています。

同市では事故の翌 日か ら4日 間で、すべての市の施設を一斉調査 し、ボル トの締め直

しな どの応急措置を施 しなが ら、老朽化 した施設 ・設備 の改修 な どを年次計画ですすめ

ることに しています。

⑦ 住 民税 や 保 険 料 大 幅 引 き 上 げ へ の 怒 りを 受 け とめ

税制改革によ り住民税や国民健康保険料が跳ね上が り、通知書発送直後 の税務職場や

国保職場 の電話が鳴 り止まず、窓 口には数百人 の住民が詰 め掛 け、 「住民税が9倍 にな

った」「国保料が高す ぎる」「90歳に対 してまだ働 けとい うのか」な どとい う怒 りの声 が

市役所、町村役場 に殺到 しています。東大阪市では、市職労が民主団体等 とともに住民

アンケー トを取 り組み、住民の切実な要求や怒 りを受け止 め、その怒 りと要求を背に市

長選挙で革新市政 を取 り戻す とい う大きな変化 をつ くり出 しま した。

5.団 体訪問では、各界か ら期待の声が寄せ られてい る

「見直そ う、問い直そ う、仕事 と住民の安全 ・安心」 の運動 をすすめるために、 自治

労連本部は、9月25日 を皮切 りに、駒場委員長 をは じめ役職員が、住民団体、民主団体、

労働組合の中央本部を訪問 し、懇談をお こなってきま した。 このなかでは、 「構造改革」

によって進行す る国民生活 の深刻な実態、 自治労連 と自治体労働者への期待、具体的な

共同行動の可能性について、それぞれの団体役員か ら話 されています。そ して地域組織、

単組で も懇談 ・対話活動をすすめこと、可能な ところか ら共 同行動 を積み重ね ることが

求め られ ています。

これまでに訪問 した団体か ら寄せ られた意見 と期待 を照会 します(文 責は 自治労連)。
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新 日本 婦 人 の会

一高田会長
、小松副会長 らと懇談(10月4日)一

新婦人が毎年取 り組んでいる 「秋の行動」は、27年 前に臨調行革 に直面するなかで、

力を集 中して要求 を実現 しようと、始めま した。2005年 の 「秋の行動」では、全国の要

求総数は6404項 目、実現 ・約束 ・予算計上な どの成果は1515項 目(23.7%)に のぼっ
へ

ています。この もとになってい るのは、「住 んでいる街 を自分たちの 目線で見よ う」とい

う 「わがまちウオ ッチング」です。建設労働組合 と一緒に安全 ・安心 ウオ ッチングを行

う地域 もあ ります。2年 前、公園での事故が続発 した とき、全国いっせ いに危険箇所の

ウオ ッチ ングを行い、す ごい勢いで改善 されま した。新婦人の 「なんでも生活相談」も、

住民税の大増税 が引き金 になって相談件数が増 えています。

自治労連 と一緒 に施設の一斉点検活動や相談活動 を行い、マス コミにもア ピールす る

ことができれば、大きな社会 的運動 になるで しょう。公務員攻撃がす さま じく公務員 を

目の敵 にす る人 も多いけれ ど、この運動 を通 じて公務員は一緒 に運動をや って くれる人

だ とい うことがわかれ ば、お互いのカになるのではないで しょうか。

障 害者 の生 活 と権利 を守 る全 国 協 議 会

一吉本会長、 白沢事務局長 と懇談(9月25日)一

障害者はかつてない大 きな運動 をたたかっています。10,月31日 の集会 も2万 人 とい

う目標で取 り組んでいます。 自立支援法だけでな く、生活保護の改悪でも障害者はたい

へんな状況に陥っています。今の時期、 自治体労働者が 自らの状況、 自治体の状況 も含

めて住民団体で意見を言 うことが求 められています。今後 「構造改革」 とたたかってい

く上でもぜひ共同 してい きま しょ う。

障全協では、 自治労連か らの申し入れ を役員会で報告 し、地方での 自治労連か らの申

し入れ について対応 していきたい と考えています。

全 国 生 活 と健 康 を守 る会 連 合 会

一辻事務局長 と懇談(10月3日)一

ひ どい世の中ですね。地方 レベルで も、ぜひ 自治労連 と共 同できることは一緒に して

いきたい ものです。

生活保護の問題では、生活保護 の 「適正化」の攻撃の中で、本当の敵が見えてきてい

ます。低所得者 は低所得者 で足を引ぱった り、公務員や民間とも対立 させ られています。

どれ だけ共通の立場でお互いが理解 しあえるかがカギです。生活保護は最後の砦、その

改悪 は国民の暮 らしを底な しにさせ るものです。 いま老齢加算の廃止問題で裁判を行な

っていますが、是非 ご支援をお願 い します。

介護や障害者 の制度が変わる中で、ある自治体では担 当者が夜間で も行政の説明責任

として対応 をしていま した。いいことだな と思っています。

全生連 と自治労連 との共同が、地域社保 協を通 じて行 な うだ けでな く、今後 もお互い

に協力できることな ど話 し合 う場面 をつ く りあいま しょう。
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全 日本 民 主 医療 機 関連 合 会

一長瀬事務局長 と懇談(9月28日)一

医師不足問題ですが、人 口比医師数で 日本 はOECD加 盟 国平均で70%に も満たず、

これ に追いっ くにはあと12万 人が必要です。民医連では 『ドクター ウェーブ』 を起こ

そ うと、全国でシ ンポジ ウムの開催 などを計画 しています。

地域 医療を守 る課題 では、地域医療を守 るために官民の医療機関が協力 し合 うことが

大事ですがが、その軸 として 自治体病院の役割 には大きい ものがあ ります。

北九州市の生活保護 問題やふ じみ野市のプール事故な どの事例では、たんに 自治体が

悪い と見 るのでな く、複眼的に問題の本質を捉 えてい くことが大事です。全 日本民医連

の理事会では、毎回専門家 を招いて時節学習会 を行 っていますが、今度ぜひ 自治労連の

方か ら自治体 と自治体労働者の実態 を語ってもらいたい と思います。

自治体労働者が地域で1!同 を広げることについて期待 しています。

全 国 保 険 医 団 体連 合 会

一住江会長
、寺尾事務局次長 と懇談(9月28日)一

医師不足問題 にっいての 自治労連の見解 は、保団連 も全 く同 じ立場です。 国際的に見

て も少ない医師 ・看護師数 のもと、 日本の医療は医療従事者の過酷かつ献身的努力で支

えられてきま した。政府 の医師削減方針や療養病床 削減、窓 口負担増 な どの医療改悪に

対 して怒 りをこめて批判 しています。保 団連では、地域医療の拡充 と医師の労働実態改

善に重点をおいて取 り組 んでいます。地域の健康格差や国民生活悪化 などの実態を告発

し、国民的運動 を高揚 させて政治を変 えてい くことが大事 です。

国の悪政 との関係 で自治体の現場 の職員の方々はたいへんな思い をされているで しょ

うが、 自治労連が よびかけ られている 「見直そ う」の運動 は、国民のおかれている実態

を明らかに し、自治体の本来の役割 を明確 にす る上でたいへん意義 あるものと思います。

全 日本 教 職 員 組 合

一東森書記長
、北村書記次長 と懇談(10月11日)一

学校施設の安全確保 では学校保健法に基づいて毎月仕事 としてチェ ックが義務付け ら

れていますが、新婦人や建設労働者 と協力 しあって、運動 として施設 ウオ ッチングをお

こなっている地域 もあ ります。子 どもの施 設や環境 を子 どもに関わる団体個人が共同で

調査 し改善す る運動は子 どものための地域づ くりの運動です。全教が 自治労連 と共同す

れば大 きな世論形成の可能性があるのではないで しょ うか。

いま 「格差」社会が学校教育の現場 にも持 ち込 まれ、給食費の未納で子 どもた ちが傷

つけ られ、格差が子 どもたちの将来へ の希望、生 きる目標 を奪 っています。安倍首相が

い うバ ウチャー制度が導入 されれ ば学校間格差 と廃校がいっそ う促進 され るで しょう。

自治労連の 「見直そ う」の運動 を、ぜひ地方組織に紹介 し、地域での共同を促進す る

ことを呼びかけます。今後 さらにこの運動 での交流の揚 を持 ちま しょう。
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日本 国 家公 務 員 労 働 組 合 連 合 会

一岡部書記長、河村副委員長 らと懇 談(10月11日)一

国公 労連 も 「国民 とともに、国民のなかに」 とい うスローガンをかかげて活動 してい

ますが、公務員バ ッシングによって国民 との距離が遠 くな り、職場では情勢の厳 しさに

要求 を出 しづ らくじっと我慢 している状況 が広がっています。 自治労連の 「見直そ う」

の運動は国公労連に とってもきわめて共感 できる運動 です。

市場化テス トでは、ハ ロー ワーク3事 業に続 き、社会保 険、登記、統計等の具体化 が

進 め られ よ うとしています。市場化 テス トへの対応は国公 労連 と自治労連の共通の課題

です。

偽装請負 についても 「税金によって営まれ る公務公共業務のなかでワーキングプアを

つ くっている」 とい うは同感です。 民営化 ・市場化 に対する労働者保護の法制化 も共通

の問題意識です。

国公 労連は、おお よそ半数の都道府県で、年金、税、登記、司法な どの公務労働者 の

特質を生か した 「何で も相談」活動を続けてお り、 自治労連な どと協力 しあえば、相談

内容や実施規模 な どを充実でき、国民に対す るアピール度 も高まることで しょう。双方

ができる ところか ら努力 していきま しょう。

全 国福 祉 保 育 労働 組 合

一泉谷書記長、桑本副委員長 と懇談(10月11目)一

子 どもの施設等 のウオ ッチングは、福保労 も一緒に取 り組みたい行動ですね。バ リア

フ リー など障害者 が安心 して生活できるまちづ くりのためのタ ウンウォッチングでは社

会的な共感 を得て一気 に改善が進 んだ経験 を持 っています。地域それぞれ の内容 の違い

はあって も全国的な共通項 目をつ くって調査すれば社会的に大きくア ピールできるで し

ょう。

福祉労働者のなかには、福祉施設 の利用者や生活貧困者 に対 して 「甘 えてい る」「贅沢

だ」な どとみる労働者が増 えています。あらためて福祉労働者が国民、社会的弱者の 「権

利」 とともに、 自らの労働者 としての 「権利 」について も自覚 し、追求す ることが大切

です。

障害者 自立支援法によ り多 くの障害者が福祉サービスを利用で きなくなっています。

小学校の運動会 にお弁 当を持参できない家庭環境の子 どもが増 えていると聞いています。

格差 と貧困問題 についても リアル に訴 えることが求 められています。

ぜひ、公務公共サー ビスに従事す る労働組合が集まって、交流 しま しょう。

日本 医 療 労 働 組 合 連 合 会

一一池 田寛副委員長
、西川活夫書記長 らと懇談(10.月13日)一

医療機 関でも、公務 ・公共職場 と同様、民間委託や人員不足に よる労働強化が進行 し

てお り、改 めて仕事を見直 していかない と安全な医療 ・看護 を保障できない状況です。

自治労連 の 「見直そ う」運動 には共感 します。医療では患者 ・住民 と共 同 した運動 をど
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う展開 してい くかが重要です。

医療現場では、医療 関係者や労働組合の要求 を受 けて、国が2001年 度 よ り 「ヒヤ リ

ハ ッ ト収集 ・分析事業」 をスター トさせ、一歩 間違 えば医療事故にな りかねない 「ヒヤ

リ、ハ ッとした事例」が全国で数 多 く報告 され、その最大の原因が人員不足であること

が浮き彫 りになっています。 ところが最近では、成果主義賃金 の影響で、ヒヤ リハ ッ ト

事例があっても報告 しない とい う事態が起きています。

医師不足問題 について も、医労連 は政府の医師不足対策の問題 点を分析 し、それに対

す る緊急要求案を作成 中です。そ して この問題での施設調査 と医師実態調査を検討 して

います。 この課題 は住民や 自治体 との共 同を大 きく広 げられるものであ り、ぜひ 自治労

連 とも協力 ・共同 してい きま しょ う。
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